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はじめに（これまでの検討状況と課題認識） 2

◼ これまで調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（以下、調整力等委）において、将来の再エネ導入等を
見据えた各課題の検討を行い、対策の整備を進めているところ。

＜調整力＞

➢ 2050年（広域連系系統のマスタープランを前提）の東地域の調整力必要量等の検討

➢ 2025年度供給計画の需要・再エネ設備量想定に基づき、2034年度までの調整力設備の確保状況の検討

＜慣性＞

➢ 2030年（第6次エネルギー基本計画を前提）および2050年（広域連系系統のマスタープランを前提）におけ
る慣性の確保状況と流通設備事故時の系統維持の状況の検討

◼ 他方で、北海道エリアにおいては、洋上風力の連系見込み、長期脱炭素電源オークションの蓄電池の落札状況、連
系線増強などを踏まえると、これまでの検討スコープにない2030年代半ば以降に、全国に先駆けて電源の脱炭素化
（再エネ・蓄電池の主力電源化）が進むことが想定される。

◼ これらの想定を元に、北海道エリアを事例として、今後の検討項目等を整理したためご議論いただきたい。
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※1 2025年度供給計画の取りまとめを元に作成
※2 第8回将来の電力需給シナリオに関する検討会資料4を元に作成
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（参考）将来（2040～2050年）の調整力に関する検討 3

出所）第67回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2021.11.16）資料３より引用
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/files/chousei_67_03.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/files/chousei_67_03.pdf


（参考）中長期（至近10年間）の調整力設備量を確認する仕組み 4

出所）第95回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024.2.20）資料2より引用
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/files/chousei_95_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/files/chousei_95_02.pdf


（参考）同期電源減少による慣性力・電圧(短絡容量)・同期化力への影響 5

出所）第５５回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2020.10.27)資料３より引用
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/files/chousei_55_03r.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2020/files/chousei_55_03r.pdf
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2030年代半ばに想定される北海道の状況について（１／２） 7

◼ 現状の北海道エリアには多数の再エネ（太陽光・風力の合計で370万kW程度）が導入しており、軽負荷期等に
はkWhベースでも主要なリソースになりつつある。

◼ 北海道エリアはこれまでも風力の連系が盛んであるが、今後はさらに洋上風力の大量連系も想定される。

◼ これらの動向に並行して、連系線増強、蓄電池の連系、経年化火力の休廃止が進むことも想定される。

◼ そのような情勢を踏まえると、2030年代半ばには、北海道エリアの需要を上回る規模の再エネ（太陽光・風力）
が導入され、連系線を介したエリア外への送電を含めて、供給力の主要なリソースになりうると考えられる。

北海道

需要：至近数年実績は220～570万kW程度
（将来的には需要増加の可能性）再エネ：太陽光は300～400万kW程度か

風力は200～300万kW＋数百万kW（洋上風力）程度か

連系線：既設連系設備90万kW
今後30万kW増強予定、+200万kW増強検討中

蓄電池：数十万kW～200万kW程度か

火力：既設火力の多くは休廃止が進むか

2030年代半ばに想定される北海道エリアの情勢



2030年代半ばに想定される北海道の状況について（２／２） 8

◼ 今後の調整力確保にあたっては、現状の主要な供給リソースである火力も引き続き重要な役割を担うと考えられるも
のの、蓄電池などを活用して調整力の脱炭素電源化も必要である。

◼ この点、北海道エリアはHVDC増強や調整機能を有する蓄電池の連系が進むと想定され、調整力の供給リソースが
従来の同期電源からインバータ電源へ移行し、他のエリアに先駆けて脱炭素電源が供給力・調整力の両面で主要
なリソースになりえることが想定される。

◼ このような環境下においても、需給バランス（供給力・調整力）はもとより、適正な周波数・電圧の維持といった電
力の安定供給に必要な機能を確実に維持することが必要である。

供給力（kW）
インバータ電源比率

調整力（ΔkW）
インバータ電源比率

高

現状

北海道

北海道以外

将来

インバータ電源の大量連系を
前提とした環境整備が必要

低

低

高



（参考）2025年度の再エネ出力制御見通し（制御量最大時）の需給バランス 9

◼ 足元においても、軽負荷期は再エネ（太陽光・風力）がkWhの観点で主要なリソースとなりつつある。

出所）第1回次世代電力系統ワーキンググループ（2025年1月23日）参考資料1-1より引用
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/smart_power_grid_wg/pdf/001_s01_01.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/smart_power_grid_wg/pdf/001_s01_01.pdf


（参考）2025年度供給計画における太陽光・風力設備量の動向 10

◼ 2034年度までに北海道の風力設備量は96万kWの増加が見込まれている。

出所）2025年度供給計画の取りまとめ（2025年3月）より引用
https://www.occto.or.jp/kyoukei/torimatome/files/250328_kyokei_torimatome.pdf

https://www.occto.or.jp/kyoukei/torimatome/files/250328_kyokei_torimatome.pdf


（参考）洋上風力の公募の状況 11

出所）第24回洋上風力促進ワーキンググループ・洋上風力促進小委員会（2024年4月24日）資料1より抜粋・一部加工
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/yojo_furyoku/pdf/024_01_00.pdf

◼ 再エネ海域利用法に基づき、洋上風力の公募がこれまで第3ラウンドまで実施されている。

◼ また、洋上風力の有望区域として北海道の複数区域（合計300万kW程度）が指定されている。

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/yojo_furyoku/pdf/024_01_00.pdf


（参考）長期脱炭素電源オークションの約定結果（応札年度：2023・2024年度） 12

◼ 長期脱炭素電源オークションで多数の蓄電池（調整機能具備の要件あり）が落札している。

出所）長期脱炭素電源オークション約定結果（応札年度:2023年度、2024年度）より引用
https://www.occto.or.jp/market-board/market/oshirase/2024/files/240426_longauction_youryouyakujokekka_kouhyou_besshi_ousatsu2023.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/system_review/pdf/103_03_01.pdf

https://www.occto.or.jp/market-board/market/oshirase/2024/files/240426_longauction_youryouyakujokekka_kouhyou_besshi_ousatsu2023.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/system_review/pdf/103_03_01.pdf


（参考）北海道エリアの火力発電所の動向 13

◼ 北海道エリアの主要な発電事業者である北海道電力の火力発電所の一覧は以下の通り。

◼ 多くの発電所が2030年代半ばに運転開始後50年程度経過し、休廃止が進むと想定される。

◼ そのため、リプレースの動向※次第では火力の設備量が減少していく可能性がある。

所名 号機 燃種 定格(MW) 運転開始 備考

砂川
3号機 石炭 125 1977年6月 2027年3月廃止予定

4号機 石炭 125 1982年5月 2027年3月廃止予定

奈井江
1号機 石炭 175 1968年5月 2019年3月末休止、2027年3月廃止予定

2号機 石炭 175 1970年2月 2019年3月末休止、2027年3月廃止予定

苫小牧 1号機 重原油・天然ガス 250 1973年11月

伊達
1号機 重油 350 1978年11月 2023年11月末休止

2号機 重油 350 1980年3月 2024年3月末休止

苫東厚真

1号機 石炭 350 1980年10月

2号機 石炭 600 1985年10月

４号機 石炭 700 2002年6月

知内
1号機 重油 350 1983年12月

2号機 重油 350 1998年9月

石狩湾新港 1号機 LNG（GTCC） 569.4 2019年2月

音別 ー 軽油 148 1978年5月

※ これまでに長期脱炭素電源オークションで石狩湾新港発電所（569.4MW×2台）が落札している

出所）北海道電力HPを元に作成
https://www.hepco.co.jp/energy/fire_power/fire_ps_list.html、 https://www.hepco.co.jp/info/2022/1251807_1920.html

https://www.hepco.co.jp/energy/fire_power/fire_ps_list.html
https://www.hepco.co.jp/info/2022/1251807_1920.html


（参考）第７次エネルギー基本計画 14

出所）第7次エネルギー基本計画の概要（2025年2月）より引用・一部加工
https://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/pdf/20250218_02.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/pdf/20250218_02.pdf


（参考）将来の調整力リソース・需給調整について 15

出所）第72回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2022.4.12）資料３より引用
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_72_03r.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_72_03r.pdf


（参考）変動性再エネの調整力としての活用 16

出所）第56回需給調整市場検討小委員会（2025.6.3）資料4より引用
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/files/jukyu_shijyo_56_04.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/files/jukyu_shijyo_56_04.pdf


（参考）HVDCを活用した調整力の広域運用 17

出所）第72回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2022.4.12）資料３より引用
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_72_03r.pdf

◼ 現状の北海道本州連系設備では地内系統の制約等により、一次調整力・二次調整力①（広域LFC運用開始
後）の広域調達は実施していない※。

◼ 他方で、増強が計画されているHVDCは、広域的な制御・運用の検討も行われている。

※ ただし、北海道系統、本州系統で周波数変動があった場合に電力融通を行い周波数を安定化させるAFC機能を有している

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_72_03r.pdf


（参考）現状の北海道の基幹系統の電圧維持 18

出所）第71回制度設計専門会合（2022.3.24）資料4より引用
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/071_04_00.pdf

◼ 北海道の基幹系統の電圧を適正値に維持するためには、これまでも火力の電圧維持機能（無効電力調整能力）
が重要であり、公募・随意契約により電源の調達を行っている※。

※ 基幹系統内の電圧調整対策については、2025年度に系統対策を完了するため、2026年度以降の公募・随意契約による調達は行わない

https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/071_04_00.pdf


目次 19
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これまでの議論状況を踏まえた検討の進め方 20

出所）第3回将来の運用容量等の在り方に関する作業会(2024年10月10日)資料3より引用
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_3_03.pdf

◼ 再エネの大量導入を前提として検討が必要な課題に対して、これまでも調整力等委や将来の運用容量等の在り方
に関する作業会等で検討を進めてきたところである。

◼ これらの検討で得られた知見を活かしつつ、北海道固有の特性を踏まえて検討を行う。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_3_03.pdf


再エネの大量導入に向けて検討が必要な課題について 21

◼ 従来の火力等を中心とした電源構成から脱炭素電源を中心とした電源構成に変化した環境下においても、電力の
安定供給を維持するにあたって、検討する必要があるものとして、下表のような課題が考えられる。

◼ これらの課題のうち、まずは、対策の整備を予め構築しておく必要性の高いと考えられる周波数維持および電圧維
持・同期安定性について、検討を進めることにした。

◼ 周波数維持および電圧維持・同期安定性の検討にあたっては、まずはシミュレーションを用いて定量的な評価を行う
ことで、影響度合いの確認を行うこととした。

項目 想定されるリスク現象

①需給バランス
• 再エネが主要なリソースとなる環境下においても、引き続き現状と同様の供給信頼度（EUE・予備力の水準）を

維持できるか、また出力変動に対応する調整力を引き続き確保できるか。

②周波数
• 慣性の減少により、周波数低下スピードが速くなり、上げ調整や負荷制限が間に合わず、周波数が大きく低下し

た結果、発電機が安定運転を維持できず連鎖解列し、大規模停電に至る可能性がある。

③電圧
• 電圧維持源（火力等の同期発電機）の減少により、平常時に適正電圧を維持できないことや、送電線事故時

などに著しく電圧が低下（不安定化）することで、大規模停電に至る可能性がある。

④同期安定性
• 同期化力の減少により、送電線事故時などの同期発電機間の加速/減速が大きくなり、同期発電機が同期運

転を継続できないことで発電機が連鎖脱落し、大規模停電に至る可能性がある。

⑤短絡容量
• 短絡容量の供給源（火力等の同期発電機）が減少した場合に、インバータ機器が他のインバータ機器と相互

干渉して不安定化（SSO：Sub-Synchronous Oscillation が生じる）する可能性がある。



周波数・電圧維持および同期安定性に関するシミュレーション条件 22

◼ 今回のシミュレーションでは、2030年代半ばに想定されうる需要・電源・系統構成を一定の仮定※1を置きつつ、系統
の周波数変動等の評価を行った。

需給状況等の設定条件

需要 ✓ 至近実績に基づく平均的な需要（350万kW程度）

電源

再エネ ✓ 太陽光：300万kW程度、風力：600万kW程度の連系

蓄電池 ✓ 100万kW程度の連系※2

火力機 ✓ １台（条件変化として火力機を±１台したケースも実施）

連系線 ✓ HVDC増強※2を前提（合計320万kW）とし、本州向きに最大限活用

評価基準

✓ 電源脱落時・送電線ルート事故時・HVDC脱落時に
• 周波数：下限48.8Hz、上限51.0Hz※3

• 電圧：下限８０％、上限１１５％以内※4

• 同期安定性：収束可否

シミュレーション条件

※1 様々な仮定を置いた条件であり、条件次第で結果が大きく変わりうることに留意が必要

※2 グリッドコードで要件化されていないため、電力品質を維持する機能は設定していない
※3 第4回将来の運用容量等の 在り方に関する作業会（2024.12.5） 資料４および第6回将来の運用容量等の在り方に関する作業会(2025.3.14)資料３を元に設定
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_4_04.pdf
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_6_03.pdf
※4 「日本電気技術規定委員会電気技術規定 系統連系編 系統連系規定」を元に設定
https://www.jesc.gr.jp/jesc-assent/pdf/private/e0019-2011-1r.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_6_03.pdf
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_6_03.pdf
https://www.jesc.gr.jp/jesc-assent/pdf/private/e0019-2011-1r.pdf


周波数・電圧維持および同期安定性に関するシミュレーション結果 23

◼ P21のシミュレーション条件において、ベースケースでは、いずれの事故ケースにおいても周波数や同期安定度は基準
内となった。ただし、連系線ルート事故においては、電圧値が評価基準を超えた。

◼ 一方、ベースケースから火力機を１台停止した場合、電源脱落において大幅な周波数低下および電圧値の評価基
準超過が発生した。また、地内送電線ルート事故および連系線ルート事故においては、大幅な周波数変動が想定さ
れる。また加えて電源停止に伴う急激な潮流変化による電圧安定性の維持に課題が生じることも想定され、現時点
では具体的に評価することが困難であるが、相当な系統影響が生じると見込まれる。

◼ なお、ベースケースに火力機を１台追加することにより電圧変動の影響も評価基準以内となった。

ケース

事故ケース

電源脱落 地内送電線ルート 連系線ルート

ベースケース 周波数Min：49.29Hz
周波数Max：50.24Hz
電圧Min：98.1%
電圧Max：110.2%
同期安定度：〇

周波数Min：49.96Hz
周波数Max：50.30Hz
電圧Min：93.7%
電圧Max：112.4%
同期安定度：〇

周波数Min：49.77Hz
周波数Max：50.86Hz
電圧Min：100.0%
電圧Max：117.1%
同期安定度：〇※

ベースケースから
火力機を１台停止

周波数Min：47.73Hz
周波数Max：50.86Hz
電圧Min：64.4%
電圧Max：140.2%
同期安定度：〇

相当な
系統影響
(×か)

相当な
系統影響
(×か)

ベースケースから
火力機を１台追加

周波数Min：49.46Hz
周波数Max：50.00Hz
電圧Min：98.9%
電圧Max：106.2%
同期安定度：〇

周波数Min：49.98Hz
周波数Max：50.25Hz
電圧Min：100.0%
電圧Max：112.3%
同期安定度：〇

周波数Min：50.00Hz
周波数Max：50.60Hz
電圧Min：99.2%
電圧Max：111.9%
同期安定度：〇※

※ P21のシミュレーション条件では系統維持は可能となった。ただし、ベースケースよりも需要を増加させた場合、大幅な周波数変動および電源停止に伴う急激
な潮流変化による電圧安定性の維持に課題が生じることも想定され、現時点では具体的に評価することが困難であるが、相当な系統影響が生じると見込まれる。



（参考）電源脱落事故での周波数 24
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イベリア半島における大規模停電について 25

◼ スペインの報告書等に基づく電中研の分析によれば、停電の第一の要因が「系統電圧の上昇とこれによる連鎖的な
電源等の停止」とされた。

◼ 当時、イベリア半島では火力等の動的電圧調整能力を持つ電源の並列台数は今年最少の11台で、再エネは定
力率運用で電圧調整能力は限定的であり、結果として「動的な電圧調整能力」が不足していた。

◼ これらの分析結果から、電圧・無効電力、同期安定性に関わる能力確保の重要性が示唆された。

◼ 上記から、スペインの大規模停電に関する最終報告書も参考としつつ、電圧維持に必要な対策の検討を進める。

出所）電力中央研究所の「イベリア半島大規模停電に関する解説」より引用（2025年8月13日閲覧）
https://criepi.denken.or.jp/koho/seminar/250603/pdf/report-v2.pdf

https://criepi.denken.or.jp/koho/seminar/250603/pdf/report-v2.pdf
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今後の進め方について 27

◼ 前述のシミュレーションの確認結果を踏まえると、2030年代半ばに同期電源が一定数残っている前提においては、同
期電源を追加並列することにより電力品質を維持することは可能と考えられる。ただし、将来的な再エネ主力化に向
けては同期電源に依存することなく、電力品質維持を行うことが必要であり、イベリア半島大停電の報告書も踏まえ
ながら、５つの課題に対して必要な対応策の検討を進めていくことにしたい。

◼ 対応策としては、次スライドのような対策が考えられ、日本において導入実績のないような対策については、新たな技
術開発の観点から実証等も有効か。

◼ また、北海道に係る課題としては、HVDC増強時の影響評価も広域系統整備委員会で行われており、これらの議論
とも連携しながら検討を進めていく。

◼ なお、本検討課題は北海道エリアを事例として進めるものであるが、他のエリアでも共通的な課題になりえるものがあ
れば、適宜更なる検討を進めることとしたい。



（参考）電力品質維持のために考えられる対策の例 28

◼ 電力品質を維持する方策としては、同期電源（火力、水力、原子力など）の運転維持に加え、同期調相機の設
置、インバータ電源の疑似慣性機能の具備、MGセットの導入などがある。

◼ これらの方策は、（制御装置の仕様等にもよるが）電圧・同期安定性の維持の観点でも有効な方策になりえる。

対策例 慣性供出のイメージ

同期電源 • 周波数変動時に発電機の回転エネルギーを供出する

同期調相機 • 周波数変動時に電動機の回転エネルギーを供出する

インバータ電源の疑似慣性 • 周波数変動時に瞬時に発電余力を供出する

MGセット
• 同期電動機と同期発電機を組合せすることでイン

バータ電源が同期電源相当の応動を可能とする

慣性応答付きSTATCOM
• STATCOMに蓄電設備も付加することで、周波数変

動時に瞬時に電力を供出する

同期発電機

電力
系統

同期電動機

電力
系統

蓄電池 電力
系統

同期電動機と同期発電機
再エネ

蓄電池

再エネ
インバータ

電力
系統

疑似慣性機能付き

電力
系統

STATCOM

蓄電設備付き

タービン



（参考）グリッドコードのロードマップ 29

出所）第18回グリッドコード検討会（2024年11月7日）資料4より引用
https://www.occto.or.jp/iinkai/gridcode/2024/files/gridcode_18_04.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/gridcode/2024/files/gridcode_18_04.pdf


（参考）インバータ電源に関するグリッドコードの検討状況（一部のみ記載） 30

要件 概要 対象 検討フェーズ

需給・周波数
変動対応

周波数変化の抑制対策
（上昇側・低下側）

事故等により周波数が一定程度変動した場合に、周波
数の変動幅に応じて電源の出力を増減する

特高（太陽光、風力）10MW以上
※北海道・沖縄は２MW以上

2

特高（蓄電池） 2’

特高(10MW未満)・高低圧（太陽光、風力）
高低圧（蓄電池）

4

瞬動予備力
周波数変化に対し、速度調定率に応じて発電機で自動
的に有効電力の調整を行う（周波数バイアスも含む）

特高（蓄電池） 2’

高低圧（蓄電池） 4

負荷周波数制御
数秒～十数秒の頻度で送出されるLFC信号に応じて出
力調整を行う機能を具備する

特高（蓄電池） 2’

特高・高低圧（太陽光、風力）、高低圧（蓄電池） 4

経済負荷配分 出力基準値（EDC信号）に追従して出力調整を行う
特高（蓄電池） 2’

特高・高低圧（太陽光、風力）、高低圧（蓄電池） 4

周波数変化率・ステップ変化耐量
系統事故時の周波数変化率・ステップ変化が増加した
場合の運転継続と制限値を規定する

FRT対象電源 2’

疑似慣性 慣性の供給を規定する 特高・高低圧（太陽光、風力、蓄電池） 3

電圧変動

電圧・無効電力制御
電圧変動に応じ、電源の出力 （無効電力）を増減し、
電圧変動を抑制する

特高（太陽光、風力、蓄電池） 2

高低圧（太陽光、風力、蓄電池） 4

電圧変動対策 力率一定制御の力率値を設定し、電圧変動を抑制する
高低圧（太陽光、風力、蓄電池） 1

高低圧（蓄電池）※充電方向 2’

電圧位相変化耐量
系統事故時の電圧位相変化が増加した場合の運転継
続と制限値を規定する

FRT対象電源 2’

同期安定度等
事故電流の供給 事故時の保護リレー検知に必要な電流の供給を求める 特高・高低圧（太陽光、風力、蓄電池） 3

系統安定化装置 同期発電機のPSSに相当する機能を規定する 特別高圧(太陽光、風力、蓄電池) 4

出所）第18回グリッドコード検討会（2024年11月7日）資料4を元に作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/gridcode/2024/files/gridcode_18_04.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/gridcode/2024/files/gridcode_18_04.pdf


（参考）下げ調整力不足時の対応（優先給電ルール） 31

◼ 優先給電ルールに基づく再エネ出力制御は、前日計画段階で需給バランスを策定し、また、「TSOが調整力として予
め確保していない電源（旧電源Ⅲ）」や「バイオマス」の出力制御、「長周期広域周波数調整」を実施した上で、
なお、下げ調整力が不足する場合に「再エネ（自然変動電源）」の出力制御を実施している。

出所）第24回系統WG（2019年12月5日）資料1-4をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/024_01_04.pdf

↓
旧電源Ⅲ
の出力制御

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/024_01_04.pdf


（参考）余力活用契約における電源起動 32

◼ 現状の余力活用契約では緊急時の電源起動や電圧調整に関する機能等の取扱いを定めている。

出所）余力の運用規程（2025年3月14日）より引用
https://www.tdgc.jp/yoryoku/asset/download/docs/announcement_regulations_v3.pdf

（電圧調整に関する機能）
第29条 属地エリアの一般送配電事業者は，電力系統における電圧を一定範囲に維持することを目的として電圧調整を行うこととし，

契約電源等に対して供給または吸収する無効電力量の指令を行い，第４条 第１項（2）に定める機能を提供する契約者
は，その指令に従うものとする。

（潮流調整に関する機能）
第30条 属地エリアの一般送配電事業者は，属地エリア内の送電線・変圧器等流通設備における過負荷の防止，送電損失の軽減

等を目的に，契約者が提示する余力の範囲で契約電源等の出力を調整する。 なお，当該契約電源等の調整指令は第
27条に規定された内容に従い実施する。

（緊急時の追加起動等）
第32条 次の各号に定める場合（各号に定める事由について発生のおそれがある場合を含む）において，属地エリアの一般送配電事

業者が必要と判断した場合，発電計画の内容にかかわらず，契約電源等に対し追加起動，起動タイミングや停止タイミング
の変更，または連続運転 （以下，「追加起動等」という）の指令を行うことができるものとし，指令にもとづいた追加起動等
が可能な契約電源等を有する契約者は 追加起動等の指令に対して速やかに従うものとする。

(1) 需給ひっ迫時の供給力確保に必要となる場合
(2) 必要なΔｋＷが需給調整市場で調達できず，調整力の確保に必要となる場合
(3) Ｎ－１故障時の残回線過負荷解消に必要となる場合
(4) Ｎ－２故障時の単独系統維持に必要となる場合
(5) ブラックアウト復旧時の供給力確保（系統から受電した発電機の立ち上げ）に必要となる場合
(6) 試験時等の短期間作業時に系統安定上必要となる場合
(7) 発雷時等における重潮流線路の潮流抑制，または系統保安ポンプに必要となる場合
(8) 特異日（想定以上に再エネ変動影響が大きくなるＧＷ等の軽負荷期）の電圧調整に必要となる場合
(9) 想定外の再エネ変動等に伴う混雑解消のための上げ調整力確保に必要となる場合

https://www.tdgc.jp/yoryoku/asset/download/docs/announcement_regulations_v3.pdf


（参考）PMUを活用した系統運用の高度化について 33

◼ インバータ機器（再エネ、蓄電池、HVDC等）の連系拡大に備えて、新たな系統現象記録装置としてPMU
（Phasor Measurement Unit）の設置を行いながら系統運用の高度化を行うことが必要と考えらえる。

出所）第105回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2025.1.28）資料３より引用
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_105_03.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_105_03.pdf

